
















































































































変数 係数 標準誤差 t値 自由度修正済み
@決定係数
一般設備装備率 0．2988 0．03 11．82 1．00










推計期間 変数 係数 標準誤差 t値
自由度修正済み
@決定係数
一般設備装備率 0．2435 0．04 6．55
1980～98年
lT設備装備率 0．1078 0．01 9n1
1．OO
一般設備装備率 0．5206 On8 6．16
1980～89年
lT設備装備率 0．0416 OD2 1．98
1．OO
一般設備装備率 0．2633 0．06 4D5
1990～98年

































































































































0．5737 0．07 8．38 0．99
実質GDP α6917 0．11 6．36


















0．3114 0．11 2．73 0．99
実質GDP 0．6980 0．19 3．70














































日本 2，310円 2，415円 4，725円 1






日本 3，675円 2，415円 6，090円 1








日本 2，830円 4，500円 2，000円 9，330円 1






日本 1，750円 5，100円 2，000円 8，850円 1




lT投資増日本 6，000円 6，000円 1




































































































































































































































































ソフトウェァ ソフトウェア ○ ○





電子応用装置 電子応用装置 一 ○
電気計測器 電気計測器 一 ○
科学光学機器
カメラ、その他の光学機械、
揄ｻ学機械器具、分析器・
詞ｱ機・計量器・測定器、医
ﾃ用機械器具
一 ○
　産業別
　　○
○
○
12アグリゲートレベルの情報関連データの推計方法は，日本経済研究センター（2000）参照。土志田・日
　本経済研究センター（2000）では，さらにそれを①生産者価格から購入者価格へ転換，②「1985－90－95接
　続産業連関表」から新たに得られた情報を加えて修正している。
13伊藤（2001）でも，産業別情報関連ストックを推計しているが，情報関連の範囲は，電子計算機と電気
　通信機器に限っていた。
14農林水産業，鉱業，食料品，繊維，紙・パルプ，化学，石油・石炭製品，窯業・土石，一次金属，金属
　製品，一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械，その他製造業，建設，電気・ガス・水道，卸売・小
　売，金融・保険，不動産，運輸・通信，サービス。
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2．情報関連投資
2．1　旧NTT・JRを除く系列
　『産業連関表』の「固定資本マトリックス」より，1975～95年の産業別・品目別（事務用機
械，電子計算機，電気通信機器）の生産者価格ベースの名目値を5年おきにとり，それらの合計
を情報関連投資額とする。産業計の各年のデータは，アグリゲート系列の伸び率から求める。
それを，各産業の構成比（「固定資本マトリックス」がない各年については線形で補完）を用い
て分割し，産業別名目情報関連投資（生産者価格）とする。
　これに『産業連関表』から求めたマージン率を乗じて購入者価格を算出し，さらにITデフレ
ーターにより実質化する。ITデフレーターは，『産業連関表』から5年おきの数値を算出し，各
年については品目別（事務用機械，電子計算機・同付属品，電子通信機器）国内卸売物価指数
をラスパイレス型でウエイトづけして求めた伸び率から算出した。
2，2　旧NTT・JR系列
　1970，75，80，85年の「固定資本マトリックス」の公的部門運輸・通信業の品目別情報関連
投資を実質化する。
　事務用機器，電子計算機，電気通信機器のそれぞれ機械・工具に対する比率を，「旧JR・NTT
分実質投資額」に乗じて，旧NT・JR分情報関連実質投資額（1990年価格，購入者価格）を導出
する。
2．3　旧NTT・JRを含めた系列
　旧NTT・JR系列を運輸・通信業に加える。こうして求めた産業別構成比を計算し15，これをア
グリゲートレベルで求めた情報関連投資に乗じて，産業別実質情報関連投資系列（1990年価格，
購入者価格ベース）を算出する。
3．情報関連資本ストック
まず，ベンチマークとして1974年の情報関連資本ストックを（2．1）式から計算する。
　　κ，4＝1，，／（9＋δ）　　　　　　　　　　　　　（2．1）
ここで，κ74は1974年の資本ストック，17sは1975年の設備投資，　g，δはそれぞれ1975～78年の情
報関連投資の平均増減率と平均資本減耗率である。資本減耗率は，品目別減耗率をラスパイレ
ス型でウエイトづけして算出した。
1975年以降については，（2．2）式から求めた（は資本減耗率）。
　　κ’＝1t＋（1　一δ’）K，．1
資本減耗率は，Fraumeni（1997）に出ている品目別の数値を採用した16。
（2．2）
w）1996年以降の構成比は，1995年から固定とした。
16①事務用機械，②電子計算機・同付属品，③通信機械の項目別に，それぞれ①Photocopy　and　related
　equipment（0，1800），②Office，　computing，　and　accounting　machinery（1977年以前O．2729，1978年以降O．3119），
　③Communications　equipment（Business　services；0ユ500，　cf．Other　industries；O．1100）。
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IT投資の経済効果（宮川・伊藤・川田）
こうして求めたストック系列の産業別構成比を，アグリゲートレベルで推計した資本ストック
の数値に乗じて，実質産業別情報関連資本ストックを算出する。
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